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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

    ２．第42期中については、半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

３．第43期中から営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

    ４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ５．平成17年７月23日付で、株式１株につき992.6株の株式分割を行っております。 

      なお、第44期中の１株当たり純資産額および１株当たり中間純利益金額につきましては、期首に分割があったものとし

て計算しております。 

    ６．第44期中より、従来営業外収益に計上していた関係会社受取配当金を営業収益に計上しております。 

回次 第４２期中 第４３期中 第４４期中 第４２期 第４３期 

会計期間 
自平成15年５月16日 
至平成15年11月15日 

自平成16年５月16日
至平成16年11月15日

自平成17年５月16日
至平成17年11月15日

自平成15年５月16日 
至平成16年５月15日 

自平成16年５月16日
至平成17年５月15日

営業収益 （千円） － 3,585 150,460 8,185 7,160

経常利益 （千円） － 92,466 85,955 62,252 69,987

中間（当期）純利益
又は当期純損失
（△） 

（千円） － 92,431 86,428 △144,469 55,841

持分法を適用した場
合の投資利益 

（千円） － 378,667 481,794 693,819 764,722

資本金 （千円） － 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 （株） － 3,700 3,672,620 3,700 3,700

純資産額 （千円） － 280,106 329,939 239,192 243,510

総資産額 （千円） － 496,064 366,476 451,957 460,335

１株当たり純資産額 （円） － 75,704.37 89.84 64,646.62 65,813.57

１株当たり中間（当
期）純利益金額又は
当期純損失金額
（△） 

（円） － 24,981.59 23.53 △39,045.78 15,092.40

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益金額 

（円） － － － － －

１株当たり中間（年
間）配当額 

（円） － － － 13,500 －

自己資本比率 （％） － 56.5 90.0 52.9 52.9

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） － 98,043 △100,097 74,093 72,638

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） － △20,996 － △89,111 160,178

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） － △49,950 － △33,300 △49,950

現金及び現金同等物
の中間期末（期末）
残高 

（千円） － 115,055 170,728 87,958 270,825

従業員数 （人） － 1 1 1 1



２【事業の内容】 

  

当社は、平成17年11月15日現在、東京海上日動火災保険株式会社およびアメリカンファミリー生命保険の代理店業務を営んでお

ります。 

なお、平成17年11月16日に持株会社移行後の当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（（株）ツルハホールディン

グス）および子会社６社構成されており、ドラッグストアを主たる業務としております。 

［事業系統図］ 

  以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 
  



３【関係会社の状況】 

  

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、平成17年11月16日株式会社ツルハとの株式交換による持株会社移行後の関係会社の状況は次のとおりであります。 

（注）1．有価証券報告書を提出しております。  

 2．株式会社ツルハの100％子会社であります。 

 3．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）平成17年11月16日株式会社ツルハとの株式交換による持株会社移行後は、株式会社ツルハの管理部門およびスタッフ部門の

一部が当社へ移籍し39名の従業員体制となっております。 

  

（2）労働組合の状況
 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

 なお、平成17年11月16日株式会社ツルハとの株式交換による持株会社移行後は、39名の従業員のうち、21名がゼンセン同盟ツ

ルハユニオンの組合員となっております。 

  

名称 住所 資本金（千円） 主な事業の内容
議決権の
所有割合 

関係内容 

（連結子会社）  

㈱ツルハ 
（注）1 

札幌市東区 4,252,540

薬局および一般
販売業に基づく
医薬品等の販売
ならびにフラン
チャイズ店への
卸売販売業 

100.0
役員の兼任等あり。 
当社が建物を賃借して
いる。 

㈱ツルハコーポレーション
南北海道（注）2 

札幌市東区 10,000
薬種商販売業に
基づく医薬品等
の販売 

100.0
(100.0) 

役員の兼任等あり。 

㈱ツルハコーポレーション
北北海道（注）2 

札幌市東区 10,000
薬種商販売業に
基づく医薬品等
の販売 

100.0
(100.0) 

役員の兼任等あり。 

㈱ツルハコーポレーション
東北（注）2 

札幌市東区 10,000
薬種商販売業に
基づく医薬品等
の販売 

100.0
(100.0) 

役員の兼任等あり。 

㈱リバース 
（注）2 

川崎市幸区 50,000

薬局および一般
販売業および薬
種商販売業に基
づく医薬品等の
販売 

100.0
(100.0) 

役員の兼任等あり。 

㈱ツルハファーマシー 
（注）2 

札幌市東区 10,000 不動産賃貸業
100.0
(100.0) 

役員の兼任等あり。 

  平成17年11月15日現在

従業員数（人） 1 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

    当社を取り巻く経営環境は、緩やかながらも景気は回復の兆しがみられたものの、原油価格高騰など不安要素もあり依然と

して予断を許さない経営環境が続いております。 

このような情勢のもと、株式交換前の当社の状況におきましては、損害保険代理業を中心に事業展開を行った結果、当中間

会計期間の経営成績は、以下のとおりとなりました。 

 関係会社からの受取配当金は前期までは営業外収益として計上しておりましたが、定款目的の変更に伴い、当中間会計期間

より営業収益とすることにいたしました。その結果、営業収益150百万円（前年同期比 4,096.7%増）となりましたが、同じく

当中間会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用

したことにより、経常利益は85百万円（前年同期比 7.0%減）、中間純利益は86百万円（前年同期比 6.5%減）となりまし

た。 

   株式交換後は、グループ統括・管理業務に対する営業収益が加算される予定であります。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、資金残高が前中間会計期間末に比較して55百万円

増加し、当中間会計期間末は170百万円となりました。 

当中会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果使用した資金は100百万円（前年同期は98百万円の獲得）となりました。 

   これは主に税引前中間純利益が86百万円計上されたものの役員退職慰労金の支払198百万円があったことによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    投資活動の結果得られた資金および使用した資金はありませんでした。（前年同期は20百万円の使用） 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    財務活動の結果得られた資金および使用した資金はありませんでした。（前年同期は49百万円の使用） 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

  

(2）受注状況 

     該当事項はありません。 

  

(3）売上実績 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

とおりであります。 

        （注）関係会社からの受取配当金は前中間会計期間において営業外収益として計上しておりましたが、定款目的の

変更に伴い、当中間会計期間より営業収益とすることにいたしました。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

受取配当金 145,280 －

保険代理店収入 5,180 144.5

合計 150,460 4,196.7

相手先 

前中間会計期間
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日）

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

アメリカンファミリー 

生命保険会社 
1,671 46.6 － － 

東京海上日動火災保険 

株式会社 
1,913 53.4 － － 

株式会社ツルハ － － 145,280 96.6 



３【対処すべき課題】 

   当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

  

 1.株式会社ツルハとの株式交換 

   当社と株式会社ツルハは、平成17年11月16日をもって、株式交換により当社を完全親会社とし、株式会社ツルハを完全子会社

とする株式交換契約を平成17年6月30日に締結し、同年8月11日開催の定時株主総会において、同株式交換契約書の承認を受けま

した。 

（1）株式交換の目的 

当社グループが属するドラッグストア業界は、お客様の健康と美容に対する一層の関心の高まりから、この先さらなる拡大が予

想されます。しかし、一方で、同業他社による出店競争の熾烈化や異業態を巻き込んだ価格競争はさらに加速され、大手ドラッグ

ストアチェーンを中心とした業界の再編が進展するものと予想されます。 

このような厳しい経営環境下においても、これまで以上に市場環境等の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するために、当

社を持株会社とし、継続的な成長と収益の拡大追求により、グループ全体の企業価値の増大を目指すことといたしました。 

持株会社体制への移行により、当社は、グループ統括会社としてグループ全体の経営戦略機能を担い、当社の長期ビジョンであ

る「2010年 1,000店舗」というドラッグストアのナショナルチェーンを構築すべく、同業他社との積極的な業務・資本提携や買収

等Ｍ＆Ａ手法を活用したグループ戦略を推進し、当社グループ全体の企業価値の増大に向けて邁進してまいります。 

なお、当社は株式会社ツルハとの株式交換により、平成17年11月16日東京証券取引所市場第一部へ新規上場いたしました。併せ

て、同取引所に上場しておりました株式会社ツルハは、当社の完全子会社となりましたため、平成17年11月10日に上場廃止となり

ました。 

（2）株式交換契約の内容 

①株式交換の方法 

  当社を完全親会社とし、株式会社ツルハを完全子会社とする株式交換 

②株式交換比率 

    （注）１．株式の割当比率 

株式会社ツルハの株式１株に対して、当社の株式１株を割当交付します。但し、当社が所有する株式会社ツルハ

の株式については、新株式を割り当てません。 

  

       ２．株式交換比率の算定根拠 

株式交換比率の算定は、株式会社ベックワンソリューションの算定結果を参考として、当事会社間で協議を行い

決定いたしました。 

株式交換比率は交換当事会社の１株当たり株価を算出し、両社の１株当たりの株価の比率に基づき算定されてお

ります。 

  

       ３．第三者機関による算定結果、算定方法および算定根拠 

株式会社ベックワンソリューションは、株式会社ツルハの株式の評価にあたり、市場株価法を採用しておりま

す。 

また、当社の株式の評価にあたり、当社が非公開会社であり、その市場価額が存在していないこと、および主要

な事業を営んでおらず、株式会社ツルハの株式が同社の資産の大部分を占めることから、修正純資産法を採用して

おります。なお、修正純資産額の算定において、株式会社ツルハの株式の時価は、上記基準により決定した単価を

基に算出しております。 

  

  

当社 

（完全親会社） 

株式会社ツルハ 

（完全子会社） 

株式交換比率 １ １ 



      ４．株式交換により当社が発行する新株式数 

普通株式 15,444,374株に株式交換の日までに行使された株式会社ツルハの発行済新株予約権または新株引受権

の目的たる株式数を加算した数。 

（株券交付日：平成18年１月５日  配当起算日：平成17年11月16日） 

      ５．当社は、平成17年７月23日に株式分割（１株を992.6株に分割）を行いました。上記の株式交換比率は当該株式分割

実施後当社の発行済株式数に基づくものです。 

③株式交換の日 

  平成17年11月16日 

（3）株式会社ツルハの概要 

「第５ 経理の状況 中間財務諸表等注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

  

５【研究開発活動】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

  

   特記すべき事項はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

  

   特記すべき事項はありません。 

   また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）なお、当中間会計期間の末日後定款に定められた会社が発行する株式の総数が次のとおり増加いたしました。 

    株主総会決議があった日  平成17年 8月11日 

    株式数が増加した日    平成17年11月16日 

    増加株式数          72,327,380株 

    増加後の株式の総数      76,000,000株 

  

②【発行済株式】 

 （注）1．当社株式は、平成17年11月16日をもって東京証券取引所に上場いたしました。 

（注）2．平成17年11月16日株式交換後は、当社との交換株式により株式会社ツルハの発行済株式数15,493,674株（平成17年11月15

日現在）が加わり、総数が19,166,294株となっております。 

 （注）3．中間会計期間末から平成18年１月31日の間において、第１回新株予約権の権利行使により、発行済株式数が5,900株増加

しておりますが、平成18年２月１日から、この半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は提出

日現在の発行数には含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 3,672,620 

計 3,672,620 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年11月15日現在） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年２月13日現在）

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,672,620 21,474,494
東京証券取引所市場第一
部 

－ 

計 3,672,620 21,474,494 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

当社は当中間会計期間末現在については該当がありません。 

  

 なお、当社は平成17年11月16日株式会社ツルハとの株式交換により、商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき株

式会社ツルハが発行した以下の新株予約権について承継しております。 

  ①株式交換により株式会社ツルハからその義務を承継した第１回新株予約権 

 （注） 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失し

た者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  ②株式交換により株式会社ツルハからその義務を承継した第２回新株予約権 

（注） 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した

者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年11月15日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年1月31日） 

新株予約権の数（個） － 377 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 37,700 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 2,800円 

新株予約権の行使期間 －
自 平成16年8月14日 
至 平成18年8月13日 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

－
発行価額  2,800円 
資本組入額 1,400円 

新株予約権の行使の条件 －

①各新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 
②その他の権利行使の条件は、当
社取締役会において決定するも
のとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 －
譲渡、質入れその他の処分は認め
ないものとする。 

  
中間会計期間末現在
（平成17年11月15日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年1月31日） 

新株予約権の数（個） － 2,604 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 260,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 3,038円 

新株予約権の行使期間 －
自 平成18年8月13日 
至 平成20年8月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

－
発行価額  3,038円 
資本組入額 1,519円 

新株予約権の行使の条件 －

①各新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 
②その他の権利行使の条件は、当
社取締役会において決定するも
のとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 －
譲渡、質入れその他の処分は認め
ないものとする。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）1 株式分割（１株につき992.6株）による増加であります。 

2 平成17年11月16日付をもって株式会社ツルハとの株式交換により、発行済株式総数が15,493,674株増加し、発行済株式が19,166,294株、資

本金が490,000千円増加し500,000千円、資本準備金が25,852,570千円増加し25,852,570千円となりました。 

  

(4）【大株主の状況】 

（注） 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第3位を四捨五入しております。 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年7月23日 
（注）1 

3,668,920 3,672,620 － 10,000 － －

   平成17年11月15日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

鶴羽 弘子 札幌市中央区南１条西23丁目 764,302 20.82

鶴羽 肇 札幌市中央区南１条西23丁目 704,746 19.19

長嶋 利佳子 北海道旭川市神楽１条10丁目1-7 699,783 19.05

鶴羽 暁子 東京都千代田区外神田４丁目14-2 699,783 19.05

鶴羽 樹 札幌市厚別区青葉町13丁目21-21 694,820 18.92

青野 哲成 札幌市東区伏古12条５丁目4-1 109,186 2.97

計 － 3,672,620 100.0



また、株式会社ツルハとの株式交換後の株主の状況は、次のとおりです。 

 （注）株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第3位を四捨五入しております。 

  

    平成17年11月16日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬1丁目5-1 2,560,000 13.36

日本トラスティ・サービス信
託銀行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8-11 1,711,400 8.93

鶴羽 樹 札幌市厚別区青葉町13丁目21-21 1,698,820 8.86

鶴羽 弘子 札幌市中央区南１条西23丁目 1,615,302 8.43

鶴羽 肇 札幌市中央区南１条西23丁目 1,455,746 7.60

長嶋 利佳子 北海道旭川市神楽１条10丁目1-7 733,183 3.83

鶴羽 暁子 東京都千代田区外神田４丁目14-2 731,183 3.81

ステートストリートバンクア
ンドトラストカンパニー
505025 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決裁業務室） 

P.O.BOX 351 ボストン マサチューセッツ
02101 Ｕ.Ｓ.Ａ 
（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

726,800 3.79

日本マスタートラスト信託銀
行㈱（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11-３ 704,100 3.67

ツルハホールディングス従業
員持株会 

札幌市東区北２４条東２０丁目1-21 254,400 1.33

計 － 12,190,934 63.61



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  なお、平成17年11月16日株式会社ツルハとの株式交換後の発行済株式は以下のとおりです。 

 （注）平成17年11月16日株式交換後は、当社との交換株式により発行済株式数15,493,674株（平成17年11月15日現在）が加わり、

総数が19,166,294株となっております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

   当社は平成17年11月15日現在は非上場でありますので、該当事項はありません。 

   なお、当社株式は、平成17年11月16日をもって東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成17年11月15日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,672,620 3,672,620 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 3,672,620 － － 

総株主の議決権 － 3,672,620 － 

  平成17年11月16日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,164,400 191,644 － 

単元未満株式 普通株式  1,894 － － 

発行済株式総数 19,166,294 － － 

総株主の議決権 － 191,644 － 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

個人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年５月16日から平成16年11月15日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年５月16日から平成16年11月15日まで）及び当中間

会計期間（平成17年５月16日から平成17年11月15日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

  

３．中間連結財務諸表について 

当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年11月15日） 

当中間会計期間末
（平成17年11月15日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   115,055  170,728 270,825  

２．売掛金   963  601 875  

３．前払費用   106  2,312 53  

４．未収入金   32,700  99 －  

５．未収還付法人税等   8,955  10,171 6,366  

６．その他 ※２ 18  351 －  

流動資産合計    157,799 31.8 184,263 50.3  278,121 60.4

Ⅱ 固定資産       

１．無形固定資産       

(1）電話加入権   41  41 41  

無形固定資産合計   41  41 41  

２．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   229,373  75,721 75,723  

(2）関係会社株式   106,450  106,450 106,450  

（3）ゴルフ会員権   2,400  － －  

投資その他の資産
合計 

  338,223  182,171 182,173  

固定資産合計    338,264 68.2 182,212 49.7  182,214 39.6

資産合計    496,064 100.0 366,476 100.0  460,335 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年11月15日） 

当中間会計期間末
（平成17年11月15日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．未払金   5,763  998 5,716  

２．未払費用   77  － 98  

３．未払法人税等   34  35 689  

４．預り金   78  － 2  

５．賞与引当金   701  737 715  

６．役員賞与引当金   －  24,292 －  

７．その他 ※１ 2,068  198 505  

流動負債合計    8,723 1.7 26,260 7.2  7,726 1.7

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   2,548  － 2,323  

２．役員退職慰労引当
金 

  204,682  8,416 206,775  

３．繰延税金負債   4  － －  

４．その他   －  1,860 －  

固定負債合計    207,235 41.8 10,276 2.8  209,098 45.4

負債合計    215,958 43.5 36,537 10.0  216,825 47.1

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    10,000 2.0 10,000 2.7  10,000 2.2

Ⅱ 利益剰余金       

１．利益準備金   2,500  2,500 2,500  

２．任意積立金   174,357  174,357 174,357  

３．中間（当期）未処
分利益 

  93,242  143,081 56,652  

利益剰余金合計    270,100 54.5 319,939 87.3  233,510 50.7

Ⅲ その他有価証券評価
差額金 

   5 0.0 － －  － －

資本合計    280,106 56.5 329,939 90.0  243,510 52.9

負債資本合計    496,064 100.0 366,476 100.0  460,335 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 営業収益    3,585 100.0 150,460 100.0  7,160 100.0

Ⅱ 営業費用    39,285 1,095.8 64,545 42.9  78,150 1,091.4

営業利益又は 
営業損失（△） 

   △35,699 △995.8 85,915 57.1  △70,989 △991.4

Ⅲ 営業外収益 ※１  128,166 3,574.9 40 0.0  140,977 1,968.8

経常利益    92,466 2,579.1 85,955 57.1  69,987 977.4

Ⅳ 特別利益 ※２  － － 508 0.4  8,187 114.3

Ⅴ 特別損失 ※３  － － － －  18,058 252.2

税引前中間（当
期）純利益 

   92,466 2,579.1 86,463 57.5  60,116 839.5

法人税、住民税及
び事業税 

   35 1.0 35 0.1  4,274 59.7

中間（当期）純利
益 

   92,431 2,578.1 86,428 57.4  55,841 779.8

前期繰越利益    810 56,652  810 

中間（当期）未処
分利益 

   93,242 143,081  56,652 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間会計期間

（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日）

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  92,466 86,463 60,116 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

  △40 22 △27 

役員賞与引当金の 
増加額（△減少額） 

  － 24,292 － 

退職給付引当金の 
増加額（△減少額） 

  △224 △2,323 △449 

役員退職慰労引当金
の増加額（△減少
額） 

  2,092 △198,359 4,185 

受取利息及び 
受取配当金 

  △127,932 △8 △135,663 

投資有価証券売却損   － － 18,021 

投資有価証券売却益   － － △8,187 

ゴルフ会員権売却損   － － 37 

売上債権の減少額   101 273 189 

その他   △6,562 △16,145 △5,566 

小計   △40,099 △105,785 △67,344 

利息及び配当金の 
受取額 

  127,753 10 133,178 

法人税等の支払額   △72 △689 △3,657 

還付法人税等の 
受取額 

  10,462 6,366 10,462 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  98,043 △100,097 72,638 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日）

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

投資有価証券の取得
による支出 

  △20,996 － △74,763 

投資有価証券の売却
による収入 

  － － 232,578 

ゴルフ会員権の売却
による収入 

  － － 2,362 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △20,996 － 160,178 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

配当金の支払額   △49,950 － △49,950 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △49,950 － △49,950 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  27,096 △100,097 182,867 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  87,958 270,825 87,958 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 115,055 170,728 270,825 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社株

式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

同左 

  

  

  

  

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

２．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を吟味し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。なお、当中間期の繰入額

はありません。 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を吟味し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。なお、当期の繰入額はあ

りません。 

  (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備える

ため、実際支給見込額のう

ち、当中間期帰属分を引当計

上しております。 

同左 

  

  

  

従業員の賞与支給に備える

ため、実際支給見込額のう

ち、当期帰属分を引当計上し

ております。 

  (3)――――――――― (3)役員賞与引当金 (3)――――――――― 

    
  
  
  
  

  

役員の賞与支給に備える

ため、実際支給見込額のう

ち当中間期帰属分を引当計

上しております。 

  

  

  

  

(4)退職給付引当金 (4) ―――――――― (4)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当中間期末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、退職給付債務は、退

職給付会計に関する実務指針

（会計制度委員会報告第13

号）に定める簡便法に基づい

て計算しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

なお、退職給付債務は、退

職給付会計に関する実務指針

（会計制度委員会報告第13

号）に定める簡便法に基づい

て計算しております。 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

    （追加情報）   

    

  

  

  

  

  

  

当社の退職給付制度は、

適格退職年金制度と退職一

時金制度を採用しておりま

したが、平成17年６月１日

から、確定拠出年金制度お

よび前払給与制度へ全面移

行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第

１号）を適用しておりま

す。 

本移行に伴う影響額は軽

微であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  (5)役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

(5)役員退職慰労引当金 

同左 

(5)役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

３．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金および取得日から３ヶ月以内

に満期の到来する定期預金からな

っております。 

同左 同左 

４．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理は税抜

方式によっております 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

（会計処理方法の変更）   （会計処理方法の変更） 

  従来、消費税等の会計処理

については、税込方式によっ

ておりましたが、当中間会計

期間より税抜方式に変更しま

した。 

この変更は、当中間会計期

間より課税事業者に該当し、

かつ、消費税等について税抜

方式が一般的に認められた会

計処理となっている現状を勘

案し、より厳密な区分損益計

算を実施することにより、当

社の財政状態および経営成績

をより適正に表示するためで

あります。 

  従来、消費税等の会計処理

については、税込方式によっ

ておりましたが、当事業年度

より税抜方式に変更しまし

た。 

この変更は、当事業年度よ

り課税事業者に該当し、か

つ、消費税等について税抜方

式が一般的に認められた会計

処理となっている現状を勘案

し、より厳密な区分損益計算

を実施することにより、当社

の財政状態および経営成績を

より適正に表示するためであ

ります。 

  この変更による営業損失に与

える影響額は軽微であり、経常

利益および税引前中間純利益に

与える影響はありません。 

  この変更による営業損失に与

える影響額は軽微であり、経常

利益および税引前当期純利益に

与える影響はありません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

――――――――― １．固定資産の減損に係る会計基準 ――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

  

  ２．役員賞与に関する会計基準   

    当中間会計期間より、「役員賞与に関 

する会計基準」（企業会計基準委員会 

企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。これにより営

業利益、経常利益および税引前中間純利

益はそれぞれ24,292千円減少しておりま

す。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

関係会社からの受取配当金は前中間会

計期間においては営業外収益として計上

しておりましたが、定款目的の変更に伴

い、当中間会計期間より営業収益とする

ことにいたしました。 この変更によ

り、営業収益および営業利益が前中間会

計期間に比してそれぞれ145,280千円増

加しておりますが経常利益および税引前

中間純利益に与える影響はありません。 

―――――――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成16年11月15日） 

当中間会計期間末
（平成17年11月15日） 

前事業年度末 
（平成17年５月15日） 

※１ 消費税等は、仮払消費税等および仮受

消費税等とを、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。 

―――――――――― ―――――――――― 

―――――――――― 

  

※２ 消費税等は、仮払消費税等および仮受

消費税等とを、相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示しております。 

―――――――――― 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取配当金   127,926千円       還付加算金     31千円    受取配当金     133,169千円 

―――――――――― 
※２ 特別利益のうち主要なもの 

受取保険金     508千円 

※２ 特別利益のうち主要なもの 

   投資有価証券売却益  8,187千円 

―――――――――― ―――――――――― 
※３ 特別損失のうち主要なもの 

   投資有価証券売却損 18,021千円 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成16年11月15日現在） （平成17年11月15日現在） （平成17年5月15日現在） 
  
  （千円）

現金及び預金勘定 115,055   

現金及び現金同等物 115,055   

  
  （千円）

現金及び預金勘定 170,728   

現金及び現金同等物 170,728   

  （千円）

現金及び預金勘定 270,825   

現金及び現金同等物 270,825   



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

該当事項はありません 同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年11月15日） 

  

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

関連会社株式 106,450 9,697,440 9,590,990 

合計 106,450 9,697,440 9,590,990 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 810 1,461 651 

(2）債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 87,192 86,551 △640 

合計 88,002 88,012 10 

  中間貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券 

ＭＭＦ 16,077

ＭＲＦ 3,640

非上場株式 51,700

非上場債券 69,943



当中間会計期間末（平成17年11月15日） 

  

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

       該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末（平成17年５月15日） 

  

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

       該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

関連会社株式 106,450 19,576,480 19,470,030 

合計 106,450 19,576,480 19,470,030 

  中間貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券

ＭＭＦ 28,678

ＭＲＦ 47,042

  
貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

関連会社株式 106,450 12,276,160 12,169,710 

合計 106,450 12,276,160 12,169,710 

  貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券

ＭＭＦ 28,675

ＭＲＦ 47,048



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年５月16日 至 平成16年11月15日）、当中間会計期間（自 平成17年５月16日 至 平成17年11
月15日）および前事業年度（自 平成16年５月16日 至 平成17年５月15日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（持分法損益等） 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

関連会社に対する投資の
金額（千円） 

106,450 106,450 106,450 

持分法を適用した場合の
投資の金額（千円） 

5,371,494 6,275,831 5,763,686 

持分法を適用した場合の
投資利益の金額（千円） 

378,667 481,794 764,722 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

  

１株当たり純資産額 75,704.37円

１株当たり中間純利益
金額 

24,981.59円

  

１株当たり純資産額 89.84円

１株当たり中間純利益
金額 

23.53円

１株当たり純資産額 65,813.57円

１株当たり当期純利益
金額 

15,092.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

   当社は、平成17年７月23日付で株

式１株につき992.6株の株式分割を

行っております。 

 なお、１株当たり中間純利益は、

期首に分割が行われたものとして計

算しております。 

 また、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

  

  
  
前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

76.27円 66.30円 

１株当たり中間

純利益金額 

１株当たり当期

純利益金額 

25.17円 15.20円 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

－円 －円 

  

  
前中間会計期間

（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

中間（当期）純利益（千円） 92,431 86,428 55,841 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

92,431 86,428 55,841 

期中平均株式数（株） 3,700 3,672,620 3,700 



（重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

――――――――――― １．株式会社ツルハとの株式交換 １．商号変更 

   当社と株式会社ツルハは、純粋持株会

社に移行する目的で、平成17年11月16日

に当社を純粋持株会社とし株式会社ツル

ハを完全子会社となる株式交換を行いま

した。 

(1) 株式交換契約の概要 

① 株式交換の内容 

 当社は株式会社ツルハと商法第352

条ないし第363条に定める方式により

株式交換を行いました。 

② 株式交換の日 

平成17年11月16日 

③ 株式交換に際して発行する株式お

よび割り当て 

 当社は株式会社ツルハとの株式交

換に際して、株式交換の日の前日に

おける最終の株式会社ツルハの株主

名簿に記載された株主のうち当社を

除く株主に対して、その所有する株

式会社ツルハの普通株式数の合計に

相当する数の普通株式を発行し、そ

の所有する株式会社ツルハの普通株

式１株につき当社の株式１株の割合

をもって割当交付しました。 

(2) 株式会社ツルハの概要 

代表者 取締役社長 鶴羽 樹 

資本金 42億円 

住所  札幌市東区北24条東20丁目

１番21号 

① 主な事業内容 

医薬品、化粧品、雑貨、育児用品

等の販売 

② 売上高および中間純利益 

（平成17年11月15日中間会計期間） 

③ 資産、負債、資本の状況 

売上高 72,914,746千円

中間純利益 2,312,529千円

（平成17年11月15日現在）

資産合計 55,172,720千円

負債合計 22,654,971千円

資本合計 32,517,749千円

 当社は、株式会社ツルハおよびその関

係会社の純粋持株会社になるべく、平成

17年８月11日開催の定時株主総会にて、

商号を株式会社クレーン商事から株式会

社ツルハホールディングスに変更するこ

とが承認されました。 

２．株式分割 

 当社は、株式会社ツルハと株式交換す

るに先立ち、平成17年６月30日開催の取

締役会において次の通り株式分割につき

決議いたしました。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式 3,668,920株 

(2) 分割方法 

 平成17年７月23日現在の株主名簿に

記載のある株主に対し、所有株式１株

につき992.6株の割合で分割しておりま

す。 

３．株式会社ツルハとの株式交換 

 当社と株式会社ツルハは、純粋持株会

社に移行する目的で、平成17年６月30日

に当社を純粋持株会社とするための株式

交換契約を締結し、同年８月11日開催の

定時株主総会におきまして同株式交換契

約書の承認を受けました。 

 なお、株式会社ツルハにおきましても

同年８月11日開催の定時株主総会におい

て同株式交換契約書の承認を受けており

ます。 

 また、純粋持株会社となる当社の普通

株式は、東京証券取引所への新規上場を

申請する予定であります。上場日は東京

証券取引所の規則に基づき決定されます

が、株式交換をすべき日である平成17年

11月16日を予定しております。併せて、

東京証券取引所に上場している完全子会

社となる株式会社ツルハの普通株式は平

成17年11月10日に上場廃止する予定であ

ります。 



前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

――――――――――― ２．会社分割について (1) 株式交換契約の概要 

   平成17年12月27日開催の当社取締役会

において、当社は平成18年2月16日付で、

当社を承継会社として、当社の完全子会

社である株式会社ツルハを分割会社とし

た会社分割（吸収分割）を行い、株式会

社ツルハの子会社である株式会社リバー

スの支配および管理にかかる営業を当社

に承継することを決定いたしました。 

(1）会社分割の要旨 

① 分割の日程 

分割契約書承認取締役会（両社） 

平成17年12月27日 

分割契約書締結（両社） 

平成17年12月27日 

分割契約書承認株主総会（株式会

社ツルハ）  平成18年 1月11日 

なお、当社は商法第374条ノ23第1

項（簡易吸収分割）の規定によ

り、商法第374条ノ17第1項の株主

総会の承認を得ずに承継いたしま

す。 

分割期日 平成18年2月16日 

分割登記 平成18年2月16日（予定)

② 分割方式 

 当社の完全子会社であります株式

会社ツルハを分割会社とし、当社を

承継会社とする分割型吸収分割であ

ります。 

 なお、承継会社である当社につい

ては、商法第374条ノ23第1項の簡易

吸収分割の要件を充足するものであ

り、商法第374条ノ17第1項の株主総

会の承認を得ずに行うものでありま

す。 

③ 株式の割当 

 株式会社ツルハは、当社の完全子

会社であるため、本件会社分割に際

して、株式の割当は行いません。 

④ 分割により増加する資本の額等 

 本件会社分割に際して、当社の資

本金は増加しません。 

⑤ 分割交付金 

 本件会社分割に際して、分割交付

金の支払いは行いません。 

① 株式交換の内容 

 当社は株式会社ツルハと商法第352

条ないし第363条に定める方式により

株式交換を行います。 

② 株式交換の日 

 株式交換の日は平成17年11月16日

とします。 

③ 株式交換に際して発行する株式お

よび割り当て 

 当社は株式会社ツルハとの株式交

換に際して、株式交換の日の前日に

おける最終の株式会社ツルハの株主

名簿に記載された株主のうち当社を

除く株主に対して、その所有する株

式会社ツルハの普通株式数の合計に

相当する数の普通株式を発行し、そ

の所有する株式会社ツルハの普通株

式１株につき当社の株式１株の割合

をもって割当交付します。 

(2) 株式会社ツルハの概要 

代表者 取締役社長 鶴羽 樹 

資本金 41億円 

住所  札幌市東区北24条東20丁目

１番21号 

① 主な事業内容 

医薬品、化粧品、雑貨、育児用品

等の販売 

② 売上高および当期純利益 

③ 資産、負債、資本の状況 

  

  

  （平成17年5月期）

売上高 132,598,433千円

当期純利益 3,835,089千円

（平成17年5月15日現在）

資産合計 57,614,070千円 

負債合計 27,668,904千円 

資本合計 29,945,165千円 



前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

――――――――――― ３ 公募による新株発行   

   当社は、平成18年１月13日開催の取締

役会において、以下のとおり新株式の発

行を決議し、平成18年２月７日に払込が

完了いたしました。 

  

  (1）募集の方法   

  ブックビルディング方式による一般

公募 

  

  (2）発行する株式の種類及び数   

  普通株式  1,991,300株   

  (3）発行価額   

  １株につき   4,286円   

  (4）発行価額の総額   

  8,534,711千円   

  (5）資本組入額   

  １株につき   2,143円   

  (6）資本組入額の総額   

  4,267,355千円   

  (7）払込期日   

  平成18年２月７日   

  (8）配当起算日   

  平成17年11月16日   

  (9）資金の使途   

   子会社投融資を通じて全額設備投資

資金に充当する予定であります。 

  

  ４ 第三者割当による新株発行   

   当社は、平成18年１月13日開催の取締

役会において、下記の通り当社株式の第

三者割当による新株式の発行を決議し、

平成18年２月７日に払込が完了いたしま

した。 

  

  (1）割当先   

  イオン株式会社   

  (2）発行する株式の種類及び数   

  普通株式   308,700株   

  (3）発行価額   

  １株につき   4,471円   

  (4）発行価額の総額   

  1,380,197千円   

  (5）資本組入額   

  １株につき   2,143円   

  (6）資本組入額の総額   

  661,544千円   

  (7）払込期日   

  平成18年２月７日   

  (8）配当起算日   

  平成17年11月16日   

  (9）資金使途   

   子会社投融資を通じて全額設備投資

資金に充当する予定であります。 

  

   この上記３、４の増資により、平成18年

２月７日に発行済株式総数が2,300,000株、

資本金が4,928,900千円、資本準備金が

4,986,009千円増加し、その結果、発行済株

式総数が21,474,494株、資本金が5,440,380

千円、資本準備金が30,850,059千円となり

ました。 

  



  

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日） 

  ５ オーバーアロットメントによる売出し   

   当社は、平成18年１月13日開催の取締

役会において、以下のとおりオーバーア

ロットメントによる当社株式の売出し

（日興シティグループ証券株式会社が当

社株主から借入れる当社普通株式500,000

株（上限）の売出し）に関連して、第三

者割当増資（以下「本件第三者割当増

資」という。）を決議しております。た

だしオーバーアロットメントによる売出

しが減少または売出しそのものが中止さ

れる場合、シンジケートカバー取引が行

われる場合および安定操作取引で買い付

けた株式の全部または一部を借入株式の

返却に充当する場合があります。そのた

め、本件第三者割当増資における発行数

の全部または一部につき申し込みが行わ

れず、その結果、失権により本件第三者

割当増資における最終的な発行数はその

限度で減少し、または発行そのものが全

く行われない場合があります。 

 なお、本件第三者割当増資の新株発行

条件は以下のとおりであります。 

  

  ① 割当先   

  日興シティグループ証券株式会社   

  ② 発行する株式の種類及び数   

  普通株式 上限500,000株   

  ③ 発行価額   

  １株につき   4,286円   

  ④ 発行価額の総額   

  上限   2,143,000千円   

  ⑤ 資本組入額   

  １株につき   2,143円   

  ⑥ 資本組入額の総額   

  上限   1,071,500千円   

  ⑦ 払込期日   

  平成18年３月８日   

  ⑧ 配当起算日   

  平成17年11月16日   

  ⑨ 資金使途   

   子会社投融資を通じて全額設備投資

資金に充当する予定であります。 

  



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第43期）（自 平成16年5月16日 至 平成17年5月15日）平成17年12月27日北海道財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

 平成17年12月27日北海道財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第7号（会社分割）に基づく臨時報告書であります。 

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

   訂正報告書（上記１の有価証券報告書の訂正報告書）を平成18年１月13日北海道財務局長に提出。 

(4）有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類 

   平成18年1月13日北海道財務局長に提出。 

(5）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

   平成18年１月13日北海道財務局長に提出。 

(6）有価証券届出書の訂正届出書 

訂正届出書（上記４の有価証券届出書の訂正届出書）を平成18年１月27日に北海道財務局長に提出。 

(7）有価証券届出書の訂正届出書 

訂正届出書（上記４および５の有価証券届出書の訂正届出書）を平成18年１月30日に北海道財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年２月13日

株式会社ツルハホールディングス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 関谷 靖夫  印 

  業務執行社員  公認会計士 毛利 篤雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ツルハホールディングスの平成16年５月16日から平成17年５月15日までの第43期事業年度の中間会計期間（平

成16年５月16日から平成16年11月15日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ツルハホールディングスの平成16年11月15日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成16年５月16日から平成16年11月15日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年２月13日

株式会社ツルハホールディングス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関谷 靖夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉野 保則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ツルハホールディングスの平成17年５月16日から平成18年５月15日までの第44期事業年度の中間会計期間（平

成17年５月16日から平成17年11月15日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ツルハホールディングスの平成17年11月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成17年５月16日から平成17年11月15日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更２に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より

役員賞与に関する会計基準を適用している。 

２．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成17年11月16日をもって、当社を完全親会社に、株式会社

ツルハを完全子会社とする株式交換を実施している。 

３．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成17年12月27日開催の取締役会において、平成18年２月16

日をもって、株式会社ツルハの子会社支配及び管理に係る営業を吸収分割により承継することを決議している。 

４．重要な後発事象３及び４に記載されているとおり、会社は平成18年１月13日開催の取締役会において、一般募集

及び第三者割当による新株式の発行を決議し、平成18年２月７日に払込みが完了している。 

５．重要な後発事象５に記載されているとおり、会社は平成18年１月13日開催の取締役会において、オーバーアロッ

トメントによる株式の売出しに関連する第三者割当による新株式の発行の決議を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 
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